
 

 

 

西伊豆町再エネ導入戦略は、（一社）地域循環共生社会連携協会から交付された環境省補助事業である令和
４年度（第２次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最
大限導入のための計画づくり支援事業）により作成された計画となっています。 



 

94.8%

93.9%

95.0%

97.0%

94.6%

5.2%

6.1%

5.0%

3.0%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電

（N=343）

風力発電

（N=344）

水力発電

（N=340）

バイオマス発電

（N=337）

地熱発電

（N=336）

地元住民や安全性、自然環境等に配慮した上で、普及させることは賛成である 普及は反対である

95.6%

90.0%

93.2%

96.6%

90.7%

4.4%

10.0%

6.8%

3.4%

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電

（N=90）

風力発電

（N=90）

水力発電

（N=88）

バイオマス発電

（N=87）

地熱発電

（N=86）

地元住民や安全性、自然環境等に配慮した上で、普及させることは賛成である 普及は反対である

費用面

59.6%

情報面

14.5%

意識面

25.0%

その他

0.9%

(N=332)

55.3%

47.1%

31.8%

27.1%

24.7%

24.7%

16.5%

8.2%

8.2%

7.1%

3.5%

1.2%

1.2%

9.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

脱炭素を推進するための資金がないこと

経済性と環境性の両立がはかれないこと

取組を推進する人材が不足していること

どう取り組めば良いのかわからないこと

地球温暖化防止に繋がる行動や選択に関する情報が不足していること

業務量の増加につながり、取り組む時間を確保できないこと

社内での議論ができていないこと

脱炭素を推進するメリットがわからないこと

相談先がわからない

サプライチェーンを巻き込んだ取組ができていないこと

従業員の理解が進まないこと

社内の合意形成が得られないこと

その他

特に課題となっていることはない N=85

6.3% 30.1% 38.7% 25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電

（N=336）

既に導入している 導入する余地はある 導入したくない 導入できない（借家であるため等）

5.5% 40.7% 17.6% 36.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

太陽光発電

（N=91）

既に導入している 導入する余地はある 導入したくない 導入できない（テナントのため等）



 

 

50.7

45.4 44.3 42.4 40.6 38.7
35.5 34.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

2019

(H31)

2020

(R2)

(千t-CO₂)

(年度)

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 エネルギー起源CO₂以外

31.4％減 
（H25d 比）



 

 

   

7.5 6.3 5.9 5.7

14.1

6.2 5.3 4.8

18.0

12.0
11.3 11.3

8.7

4.8
3.2 2.2

2.4

1.5
1.3

1.2

50.7

30.6

27.1
25.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

2013（H25） 2030（R12） 2040（R22） 2050（R32）

（千t-CO2）

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 エネルギー起源CO₂以外の温室効果ガス

39.6％減 
（H25d 比）

46.6％減 
（H25d 比） 

50.5％減 
（H25d 比）

※端数処理の関係上、計算値が一致しない場合がある 



 

 
 

50.7 

30.6 
22.8 25.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

2013（H25）

基準値

2030（R12）

BAU排出量

2030（R12）

削減効果を加味した排出量

2030（R12）

削減目標値

（千t-CO2）

2030（R12） 

：ＢＡＵ推計による削減 ：施策の実施等による削減見込み 

39.6％ 
削減 

39.6％ 
削減 

15.3％ 
削減 

54.9％ 
削減 

50.0％ 
削減 



 

事業性を考慮した
導入ポテンシャル

（旧：シナリオ別導入可能量）

＜導入ポテンシャルの内数＞

（考慮されていない要素の例）

・系統の空き容量、賦課金による国民負担

・将来見通し（再エネコスト、技術革新）

・個別の地域事情（地権者意思、公表不可な希少種生息エリア情報）など

現在の技術水準で
利用困難なもの

（例）
・風速 5.5m/s未満の

風力エネルギー など

法令、土地用途
などによる制約が
あるもの

事業性が
よくないもの

（例）
・国立公園

・土地の傾斜

・居住地からの距離

など

（例）

・基幹送電線から遠く送電線

敷設コストが高いエリア

・道路から遠く工事コストが

高いエリア など

全自然
エネルギー 賦存量

設置可能面積、平均風速、河川流量などから理論的に算出することができるエネルギー資源量

エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因による設置の

可否を考慮したエネルギー資源量

導入ポテンシャル ＜賦存量の内数＞



 

  



 

主な居住エリア   社  環  経 社会面への効果 経済面への効果 環境面への効果 

2050 年脱炭素社会の実現 

電動車の普及 
・非常時電源の確保(レジリエンス強化) 
・大気汚染、騒音の緩和 
・ゼロカーボン・ドライブの実現 

 状態 

 成 

果 
 環 

 環 
 社 

町民・事業者の環境意識が高い 

・町民や事業者の積極的な脱炭素化 

（経済支出の抑制） 

 状態 

 成 

果 
 環  経 

ZEH/ZEB の最大限導入 
・非常時電源の確保(レジリエンス強化) 
・  
・エネルギーの地産地消の拡大 
(経済支出の抑制/レジリエンス強化) 

 状態 

 成 

果 

 社 

 社 
 社 

 経 

再エネ設備の最大限の導入 
・非常時電源の確保(レジリエンス強化) 
・エネルギーの地産地消の拡大 
(経済支出の抑制/レジリエンス強化) 

 

 社 

 社  経  成 

果 

 状態 

木質バイオマスの有効活用 
・林業の需要拡大(林業振興) 
・エネルギーの地産地消の拡大 
(経済支出の抑制/レジリエンス強化) 

 状態 

 成 

果 

 経 

 経  社 
 環  社 

サステナブルツーリズムの定着 
・観光交流客数の増加 

(地域経済の活性) 
・観光ごみや食品ロスの削減 

 

 状態 

 成 

果 
 経 

 環  経 

一次産業用設備の電化 

・エネルギー代金の抑制 

（経済支出の抑制） 

 状態 

 成 

果 
 経 

６R 運動の定着 

・ごみの減量化 

・ごみの資源循環 

 状態 

 成 

果  環 
 環  経 

 経 



 

 

 

 

 

 

 
 

・自立分散型電源の確保による
地域レジリエンス向上や
ｴﾈﾙｷﾞｰ代金の域外流出の抑制
・一次産業への再エネ導入による

持続可能な一次産業の形成

・電動車を活用した
地域レジリエンス向上

・騒音が少なく排気ガスの少ない
快適な生活環境形成

・６R運動の徹底による
持続可能な地域の形成

・断熱性向上による健康増進
・自立分散型電源の確保による

地域レジリエンス向上や
ｴﾈﾙｷﾞｰ代金の域外流出の抑制

・自立分散型電源の確保による
地域レジリエンス向上や
ｴﾈﾙｷﾞｰ代金の域外流出の抑制
・再エネ事業による

地域経済の活性化
・サステナブルツーリズムによる

持続可能な観光の形成

2013 2030 2040 2050

産業

業務
その他

家庭

運輸

その他

吸収源

・ガソリン車やディーゼル車
からの脱却が必要

・電動車の
充電ｲﾝﾌﾗの整備が必要

・ごみ排出量の削減が必要
・ﾘｻｲｸﾙ率の向上が必要

・森林の適切な管理が必要

・太陽光発電や蓄電池等
の導入が必要

・ZEH化が必要
・再エネ設備の導入に
対する意識の向上が必要
・省エネ行動の徹底が必要

・太陽光発電や蓄電池等
の導入が必要

・ZEB化が必要
・基盤産業である観光産業

の脱炭素化が必要
・再エネ設備の導入に
対する意識の向上が必要
・省エネ行動の徹底が必要

・太陽光発電や蓄電池等
の導入が必要

・ZEB化が必要
・再エネ設備の導入に
対する意識の向上が必要
・省エネ行動の徹底が必要
・一次産業の脱炭素化

が必要

・里山・里海の形成による
持続可能な地域の形成

・一次産業振興による
地域経済の活性化

脱炭素と地域課題の同時解決
が図られた姿

・森林の適切な管理
・沿岸海域の保全

・森林吸収源の確保
・ブルーカーボンの形成

・６R運動の啓発

・電動車への転換
・充電インフラの充実
・ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝﾄﾞﾗｲﾌﾞの普及拡大
・公共交通機関の次世代自動車化

・太陽光発電設備等の導入
・蓄電池の導入
・省エネ行動の徹底
・省エネ家電への転換
・住宅の断熱機能の向上
・再エネ由来の電力調達
・ZEHの普及拡大

・再エネ設備の普及
・蓄電池の普及
・省エネ行動の標準化
・ZEHの最大限導入

・再エネ設備の普及
・蓄電池の普及
・省エネ行動の標準化
・ZEBの最大限導入
・ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾂｰﾘｽﾞﾑの定着

・再エネ設備の普及
・蓄電池の普及
・ESG投資
・ZEBの最大限導入
・技術革新
・一次産業の電化

・電動車の定着
・ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝﾄﾞﾗｲﾌﾞ

の定着

現状の地域課題

・６R運動の定着

将来ビジョンの達成に必要となる技術・施策・行動変容

・太陽光発電設備等の導入
・蓄電池の導入
・省エネ診断の実施
・省エネ行動の徹底
・再エネ由来の電力調達
・ZEBの普及拡大
・ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾂｰﾘｽﾞﾑの普及拡大
・木質バイオマスの利活用

・太陽光発電設備等の導入
・蓄電池の導入
・省エネ診断の実施
・省エネ行動の徹底
・ZEBの普及拡大
・再エネ由来の電力調達



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


